
　１．観光産業とは何か

　１－１　「観光」とは何か

　観光に関連する諸問題を分析するにあたっては、

まず、「観光」の定義について、立場を明確にしな

ければならない。特に、関係者の間でしばしば指摘

されるのは、「観光」と「旅行」の概念上の整理で

ある。この点について、観光政策審議会（当時）は、

１９９５年６月に、その答申である「今後の観光政策の

基本的な方向について」の中で、観光を「余暇時間

の中で、日常生活圏を離れて行うさまざまな活動で

あって、触れ合い、学び、遊ぶということを目的と

するもの」と定義している。この定義によれば、観

光は、日常生活圏を離れる活動である旅行（観光に

加え、商用や知人訪問などを含む）を含むさまざま

な活動のうち、「触れ合い、学び、遊ぶ」という一

定の性質を有するもの、すなわち日常生活圏を離れ

るための前提となる「旅行」を含みつつ、目的によ

って限定される「旅行」とそれ以外のさまざまな活

動を指していると解される（Fig.1）。

　他方、世界観光機関（以下、ＷＴＯ）をはじめとす

る国際機関の統計では、ビジネス客などの旅行者も
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　幅広い産業への波及効果による地域経済の活性化、国際交流の拡大による相互理解の増

進、豊かな国民生活の実現等に大きな役割を果たす観光は、２１世紀のリーディング産業と

して期待されており、観光立国に向け、官民一体となった取組みが進められている。この

中で重要な役割を担う観光産業について、特に、近年その状況にめまぐるしい変動が見ら

れる旅行業と宿泊産業に注目して、課題の分析と今後の方向性の提言を行う。
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その調査対象に含められ、そもそも観光旅行とそれ

以外の旅行とが区別されていない１）。これは、例え

ば商用を主目的とする旅行者であっても、部分的に

は観光的な活動を行い、観光を主目的とする旅行者

と同様の経済活動（消費行動）を行うことから、観光

旅行とそれ以外の旅行を区分することに、経済的な

観点からの意義をあまり見出すことができないこと

や、実際に把握しようとする際に内心の意思を問い、

厳格な区別・峻別を行うことが困難であることによ

ると思われる。

　以上を踏まえたうえで、主に経済学的な見地から

観光産業を分析するとの本稿の目的に照らし、「観

光」と「旅行」の全体を対象に論を進めていくこと

とする（Fig.2）。

　１－２　観光産業の特性

「観光」という活動について一定の定義を採っても、

なお、観光産業（「観光に係る産業」または「観光に関

する産業」）について考察を行うためにはさらなる

準備が必要である。観光産業という言葉は人口に膾

炙しているものの、観光産業とは何かは必ずしも明

白とは言えない。このことを端的に示しているのが、

我が国の産業統計の基礎をなしている日本標準産業

分類において、「観光産業」または「旅行産業」と

いう区分は存在しないという事実である。それは、

第一に、観光に係るまたは観光に関する産業が同分

類上の特定産業ではなく、運輸、宿泊、飲食、物販、

娯楽・レジャー、旅行業等からなる複合産業である

こと、第二に、従来の産業分類が、需要側ではなく、

主に供給側の属性に則してなされているのに対し、

ある企業が観光に係るまたは観光に関する産業に属

するか否かはその需要側の属性に大きく依存すると

考えられるからである１）。例えば、京都見物の旅行

のための新幹線の利用も、日常的な通勤電車の利用

も、日本標準産業分類の観点からは等しく運輸サー

ビスの消費であるが、前者が観光政策審議会の言う

観光に係るまたは観光に関する産業に含まれる経済

活動であるのに対し、後者はその範疇には含まれな

いこととなるからである。

　観光に関する産業で扱われる商品は、旅行者また

は仲介業者（旅行業者など）に購入される特定の財・

サービスである。この商品に分類される財・サービ

スは、先述のとおり、生産者の属性から規定される

ものではなく、購入する主体が旅行者等であるか、

また、旅行目的で購入されるか否かによって、観光

に関連するかが決定されるという、購入者の属性・

目的に依存する性質を持つものであると同時に、旅

行者によって消費されるものであれば、宿泊サービ

ス、旅行手配サービス、旅客輸送サービスから金融

サービス（旅行損害保険）に至るまで、その類型が極

めて多様であるという性質を有している。

　２．観光産業の計測

　２－１　観光サテライト会計に関する国際的な動き

　観光産業の定義づけを行い、その特性を分析する

ことで、観光が現実の世界において、どの程度の規

模、影響力を有しているかを計測することが可能と

なる。しかしながら、現在、国際的に採用されてい

る国民経済計算のシステム（１９９３ＳＮＡ）では、観光産

業の姿を正確に描き出すことはできないため、それ

を補助する会計システム、いわゆるサテライト会計

として、観光産業に特化した経済統計の必要性が指

摘されてきた。そのような中、１９７５年に国連の下部

組織として発足したＷＴＯが中心となって、観光サ

テライト会計の研究が１９８２年より進められ、約２０年

に及ぶ検討の成果として、２００１年に観光サテライト

会計のマニュアルである“Ｔｏｕｒｉｓｍ　Ｓａｔｅｌｌｉｔｅ　Ａｃ-

ｃｏｕｎｔ：Ｒｅｃｏｍｍｅｎｄｅｄ　Ｍｅｔｈｏｄｏｌｏｇｉｃａｌ　Ｆｒａｍｅｗｏｒｋ”

（以下、ＴＳＡマニュアル）が作成されるに至った。

既に、フランス、アメリカ、カナダで、ＴＳＡマニ

ュアルに基づく観光サテライト会計の導入が行われ

ている２）。

　ＴＳＡマニュアルは、旅行者の定義＊１、旅行消費

の定義＊２、観光生産物の定義（Table 1）等をその内

容としており、実務的な観点から、観光サテライト
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日常生活圏での活動 日常生活圏外での活動 
旅行 

触れ合い、学び、 
遊ぶ目的の活動 

余暇時間外 

余暇時間内 

Fig. 1　「観光」と「旅行」の定義の図式化
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その他の 
活動 

Fig. 2　「観光」と「旅行」



会計を作成するために必要となる基準を詳細に規定

しているが、解決されるべき課題もいくつか残され

ている。例えば、観光消費と併せて観光に関する投

資を計測する必要があるが、特に、道路、鉄道、空

港等の社会基盤整備をはじめとする投資のうち、ど

の範囲を観光に寄与するものとするかの判断が困難

であるため、ＴＳＡマニュアルでは観光に関する固

定資本形成については触れられていない。また、観

光に関する社会移転（博物館、美術館等の公的な観

光施設に対する補助・負担等）についても、その測定

についての困難性から、ＴＳＡマニュアルに組み込

まれるに至っていない６）。

　２－２　我が国における観光産業の規模

　観光サテライト会計についての国際的な流れを受

け、わが国においても、２０００年から、国土交通省に

おいて観光サテライト会計の導入について研究が行

われてきた。２００３年には「旅行・観光産業の経済効

果に関する調査研究Ⅲ」において日本版ＴＳＡマニュ

アルが示され、以後毎年、日本版ＴＳＡマニュアル

に基づく観光消費額及び観光産業の経済効果の計測

が実施されている。２００４年度の結果はFig.3のとお

りである。

　３．各産業の実態と問題点①――旅行業

　以上、観光産業について総論的に概観したところ

であるが、ここからは観光産業において重要な位置

を占める二つの個別産業―旅行業と宿泊産業―につ

いて、その実態および問題点を考察していくことと

したい。

　３－１　旅行業の特性

　旅行業法の規定するところによれば、旅行業とは、

「運送または宿泊のサービス」およびそれに付随する

旅行に関するサービスに関し、旅行者や「運送機関

または宿泊機関」等のために契約の締結、媒介、取

次ぎ等を行うことであるとされている（旅行業法第

２条第１項）。この規定からも明らかなとおり、旅行

業は旅行者（最終消費者）と運送機関または宿泊機関

との間にあって、その取引を円滑にすべく仲介者と

して契約の締結、媒介、取次ぎを行う役割を担って

いる。

　観光産業において旅行業のような仲介者が重要な

役割を果たす背景には、観光が�日常生活圏外での

活動であること、�多様な活動に伴い多様な財、サ

ービスを求めること、また、�財よりもサービス中

心であること等の理由により、「市場の完全性」の

観点からは、「市場の不完全性」として、商品に対

する質の事前認識の困難性や情報の非対称性が問題

となり、市場を効率的に機能させるための代理人の

存在が求められていると説明される。確かに、一部、

そうした説明も可能であるが、旅行業の発展の歴史

や状況を都市や農村、先進国や途上国といった視点

で見てみると、既述の�～�などを背景に、消費者
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旅行消費額  24.5兆円（国内産業への直接効果23.7兆円） 

直
接
効
果 

付加価値 12.3兆円（GDPの2.4%） 
雇用 235万人（全雇用の3.6%） 
税収 1.9兆円（全税収の2.4%） 

波及効果 

日
本
経
済
へ
の
貢
献
度 

＊5

55.4兆円 5.8%

0% 5%

29.7兆円 

＊1生産波及効果 

＊2付加価値効果 

475万人 ＊3雇用効果 

4.8兆円 

5.9%

7.3%

6.0%＊4税収効果 

注）＊１：産業連関表国内生産額９４９．１兆円に対応（２０００年）、
　　＊２：国民経済計画におけるＧＤＰ５０５．５兆円に対応（２００４年度）、
　　＊３：国民経済計算における就業者数６，５１２万人に対応（２００３年

度）、
　　＊４：国税＋地方税８０．４兆円に対応（２００４年度）、
　　＊５：ここでいう貢献度とは全産業に占める比率。
Fig. 3　観光消費および観光産業の経済効果結果（２００４年度）

　＊１　「誰であろうと自らの日常空間以外の場所に、１２か月以
下の期間旅行し、その旅行の目的が訪問地内から報酬が
支払われる活動の実行以外のものであるような人々」と
定義されている。

　＊２　例えば耐久消費財の取り扱いについての、①旅行のみを
目的とした耐久消費財はすべて、購入された時点が旅行
中でも、旅行の前でも後でも、さらに特定の旅行とは関
係なく購入されても、旅行消費に含まれる、②複数の目
的をもつ耐久消費財は旅行中に購入された場合にだけ旅
行消費に含まれる、との規定や、１９９３ＳＮＡに倣って、
自己所有の居住サービスについて帰属賃料を計上する旨
の規定等が置かれている。

■観光生産物（Tourism Specific Product） 

■観光生産物（Non Specific Product） 

◆観光特有生産物（Tourism Characteristic Product） 

多くの国において、観光客がいないと存在し得ない、また
は消費の水準が著しく減ってしまうもの。また、統計上、
把握が可能であると思われるもの。観光消費に明らかに
影響を与えるもの 

◆観光関連生産物（Tourism Connected Product） 

ある国において、観光に関連するものとして設定されるも
の（観光特有生産物を除く） 

観光生産物以外の生産物 

Table 1　ＴＳＡマニュアルにおける観光生産物の定義６）



（旅行者）サイドが団体行動志向型であるか、個人の

冒険志向型であるかなどの特性とともに、最終目的

財やサービスの生産者サイドの財が何であるか、サ

ービス提供（情報発信・提供を含む）がスポット（地

域）限定的であるか、単一型であるか、あるいは複

合型であるか、市場支配力を持つかなどのさまざま

な特性の組み合わせにより、旅行業の仲介機能が、

量的にも質的にもさまざまに変容していることがわ

かる。情報革命と言われる情報通信技術の飛躍的な

発展により、旅行業の役割にも大きな変化が生まれ

つつあるが、「市場の不完全性」という単純な視点

で割り切るよりも、市場における需要・供給サイド

それぞれの動きを見つつ、旅行業の役割・機能を評

価する方が、今後の観光の発展を展望するうえで重

要と考えられる。

　３－２　旅行業の実態

１）旅行業者数

　旅行業法の適用を受ける旅行業者および旅行業者

代理業者の数は、２００５年４月現在で約１０，７０２社であ

り、３年連続の減少となった（Fig.4）。

　そのうち、全ての企画旅行・手配旅行を取り扱う

ことのできる第１種旅行業者は７８１社で、８年連続

の減少となっており、この分野における競争の激し

さをうかがうことができる。また、海外の募集型企

画旅行を取り扱えない第２種旅行業者、国内外とも

に募集型企画旅行を取り扱えない第３種旅行業者は、

ともに２年連続の減少でそれぞれ２，７２７社、６，１７９社

となっている。減り続けていた第１種旅行業者数は、

２００４年の前年比６．９％減を境に２００５年は同０．３％減と

減少率は小さくなっている。一方、増え続けてきた

第２種、第３種旅行業者は、２００３年をピークに減少

に転じ、２００５年はさらに減少率を高めた。今後の動

向に注目すべきであるが、国内市場にも海外旅行市

場の変化が浸透してきた可能性がある。また、旅行

業者代理業者は現行の旅行会社の種別区分となった

１９９６年から一貫して減少を続け、２００５年は１，０１５社

となっており、旅行業者代理業の機能を代替するイ

ンターネットなどの流通手段を通じた新たな取引の

拡大を物語るものと言える（Table 2）。

　旅行業は、「電話と机がありさえすればできる」

と揶揄されることがあるが、事実、航空券などの手

配業務だけであれば、小資本でも開業は可能である。

また、旅行業は対人サービスであるため、小規模で

ある点を活かして、顧客にきめ細かいサービスを提

供することで事業を継続していくことも可能である。

実際に、いわゆる「パパ・ママ・エージェント４）」

を含む従業員２０人以下の旅行業者が全体の９４％を占

めており、これを第１種旅行業者に絞ってみても、

５３％を占めている。

　他方、ＪＴＢ１社が旅行業者総取扱額に占めるシェ

アが１８．１％、これに近畿日本ツーリスト、日本旅行

等、取扱高上位１０社以内の会社を足し合わせたシェ

アが５１．２％となっており、その他１０，０００社以上の会

社が残りの５０％弱を分け合う構造になっている
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1975 80 85 90 95 2000 01 02 03 04 05 年 

4,413

6,393
7,731

10,592 11,069

11,126 11,149

11,066 10,868 10,702

12,921

Fig. 4　旅行業者および旅行業者代理業者の数の推移

（単位：社、％）Table 2　旅行業者数の内訳と推移

２００５年２００４年２００３年２００２年２００１年
前年比実数前年比実数前年比実数前年比実数前年比実数
△１．５１０，７０２△１．８１０，８６８△０．７１１，０６６０．２１１，１４９０．５１１，１２６総数
△１．２９，６８７△１．３９，８０７△０．１９，９３７１．３９，９４７１．１９，８１８旅行業
△０．３７８１△６．９７８３△１．６８４１△１．５８５５△０．７８６８第１種
△１．４２，７２７△０．６２，７６５０．１２，７８２０．７２，７８００．５２，７６２第２種
△１．３６，１７９△０．９６，２５９０．０６，３１４２．０６，３１２１．６６，１８８第３種
△４．３１，０１５△６．０１，０６１△６．１１，１２９△８．１１，２０２△３．７１，３０８旅行業代理業

注）各年４月１日現在。
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（Table 3）。旅行者ニーズの個別化・多様化、流通網

の多様化、さらには活発な事業参入の動き等を背景

に、他業種に見られるような大手企業による急速な

寡占化は起こっていない。

　取扱額上位１０社を見てみると（Table 3）、ＪＴＢ、日

本旅行、日本通運が旧国鉄（ＪＲ）系であるほか、近

鉄、阪急、東急といった鉄道会社との関係の深い企

業、ＪＡＬ（日本航空）、ＡＮＡ（全日空）といった航空

企業と関係の深い企業が多い点が目を引く。他方で、

Ｈ．Ｉ．Ｓ．がスカイマークエアラインに出資している点

が興味深い。ただし、宿泊業との関係が深い企業は

あまり見られない。

２）旅行業取扱額

　財団法人日本交通公社の推計では、平成２００４年の

旅行業総取扱額は、１９９６年以降続いていた減少の傾

向が止まり、前年比３．９％増の７兆３，７１０億円となっ

た５）（Fig.5）。これは、２００４年度における総旅行消費

額（推計２４．５兆円）の３０％を占めている３）。

　この額は、ピーク時の１９９６年の実績と比べると

２６％の大幅減となっており、構造不況業種の代名詞

となってきた百貨店でも同期間の売上減少幅が８％

であったのに比べて、旅行業界の市場縮小の深刻さ

をうかがうことができる。

　部門別では、国内旅行は４、５月を除いて全体的

に低調で、４兆２，７２０億円（前年比７．８％減）と大きく

減少する一方、海外旅行は、日本人海外旅行者数が

１，６８３万人（同２６．６％増）と史上２番目の数字を記録

したことを受けて、３兆４８２億円（同２６．１％増）に上

り、２０００年以来４年ぶりに増加に転じた。また、外

国人旅行は５０９億円（同１６．６％増）と大幅な増加とな

ったが、これは、前年のＳＡＲＳの影響からの反発増

のほか、ビジット・ジャパン・キャンペーンの展開

にあわせて各社が取り組みを強化し、訪日外国人旅

行者数が６１４万人と過去最高を記録したことによる。

３）各社の経営状況

　旅行業は、運輸業、宿泊業と旅行者との間に立っ
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取
扱
額
（
兆
円
） 

0

10

5

年 1993 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04

国内旅行 海外旅行 総取扱額 

4.86 5.24 5.01
5.81 5.70 5.28 5.14 5.08 4.91 4.68 4.63 4.27

3.12 3.28 3.41
4.06 4.12

3.37 3.36 3.41 3.08 3.02
2.42

3.05

7.37
8.02 8.56 8.48

9.92 9.87
8.71 8.55 8.54

8.05 7.75
7.24

Fig. 5　旅行業総取扱額の推移

（単位：％）Table 3　取扱額上位10社の推移と旅行会社総取扱額に占めるシェア

２００４年２００３年２００２年２００１年２０００年順位 シェアシェアシェアシェアシェア

１８．１ＪＴＢ１７．０ＪＴＢ１７．５ＪＴＢ１７．２ＪＴＢ１７．０ＪＴＢ１

６．９近畿日本
ツーリスト８．２近畿日本

ツーリスト８．９近畿日本
ツーリスト８．７近畿日本

ツーリスト８．７近畿日本
ツーリスト２

６．３日本旅行５．９日本旅行６．１日本旅行５．６日本旅行５．４日本旅行３

４．７阪急交通社４．０阪急交通社４．０阪急交通社４．１阪急交通社４．３阪急交通社４

３．２ＪＴＢ
トラべランド３．０ＪＴＢ

トラべランド２．９ＪＴＢ
トラべランド２．８ＪＴＢ

トラべランド２．８東急観光５

３．２Ｈ．Ｉ．Ｓ．２．５Ｈ．Ｉ．Ｓ．２．７Ｈ．Ｉ．Ｓ．２．８東急観光２．６ＪＴＢ
トラべランド６

２．８ＡＮＡセールス
＆ツアーズ２．５東急観光２．６東急観光２．４Ｈ．Ｉ．Ｓ．２．２Ｈ．Ｉ．Ｓ．７

２．４東急観光２．４ＡＮＡセールス
＆ツアーズ２．１日本通運２．０日本通運２．０日本通運８

２．１日本通運１．９日本通運１．６名鉄観光
サービス１．６名鉄観光

サービス１．７ジャルパック９

１．５ジャルツアーズ１．５名鉄観光
サービス１．６ジャルパック１．６ジャルパック１．６名鉄観光

サービス１０

注）シェアは�日本交通公社推計。
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て契約の締結、媒介、取次等を行ういわゆる流通業

である。しかも、旅行業者は、仕入れたサービスの

買い取りを行わないのが通例であるため、売れ残り

のリスクを大きく背負うこともない。

　また、小売業のように物を売るための商品店舗や

在庫を置く必要がないことから、固定資産の負担が

軽いため、長期借入資金をほとんど必要としない。

さらに、サービスを提供する前に顧客から旅行代金

を受け取るという取引慣行から、回転資金の借り入

れも少なくて済む。国土交通省の調査に基づき、

２００４年度の第１種旅行業者５６７社の貸借対照表を平

均すると、自己資本比率は３８．９％と、全産業の

２９．８％、非製造業の２４．２％＊３と比較して、高い水準

となっている（Table 4）。

　しかしながら、このような投下資本の少なさは、

収益率の低さにも反映されている。旅行業部門につ

いて、営業利益の営業収入に対する割合は４．３％に

とどまる。旅行業部門におけるこの収益率の低さは、

一般的な旅行会社の営業収入構成が、運輸・宿泊機

関の代売・送客手数料、渡航手続き代行手数料、ホ

ールセラーからの代売手数料、保険、旅行用品販売

の手数料等の手数料収入に大きく依存しているため

である６）。

　もう少し詳しく見てみると、２００４年度の第１種旅

行業者の損益計算書の平均で、旅行業部門の売上高

は１社あたり１０９億９３４９万円に上るにもかかわらず、

この８８％が運輸・宿泊機関への支払いで消え、営業

収入は１２％に当たる１３億３６４２万円にとどまる。ここ

から営業費用を差し引くと、残る営業利益はわずか

に５，７８５万円となる。これによれば、旅行業の売上

高営業利益率は０．５３％であり、全産業の２．８％、非

製造業の２．３％＊３と比較してきわめて低いことがわ

かる。

　また、固定資産の負担が軽い反面、旅行業は、単

なる旅行契約の締結、媒介、取次ぎ等にとどまらず、

さまざまな活動を組み込んだ総合商品たる旅行商品

の造成・販売、旅程の管理等に多大な労働力を投入

する労働集約型ビジネスであり、営業費に占める人

件費率がきわめて高い。２００４年度においてその割合

は４５％に上り、一般的に労働集約的といわれる卸売

業、小売業、ホテル業と比べても高い水準となって

いる。

　従業員１人あたりの第１種旅行業者の経営状況を

従業員の規模別に見たのがTable 5であるが、旅行

業者の従業員数の規模が大きいからといって必ずし

もその指標が改善しているわけではない。従業員１

人あたりの売上高が最も高いのは５０１～１，０００人規模

の企業であり、売上高営業収入比率では５１～１００人

規模の企業が最も高くなっており、旅行業者の間で

は大規模であるといえる社員数１，００１人以上の企業

についてみると、売上高営業収入比率は１２．６％、売

上高営業利益率は０．５５％と、旅行業全体の平均に比

べて著しい差異は認められない。

　なお、業界最大手３社の売上高営業利益率を比較

すると、ＪＴＢが０．６３％（２００５年期）、近畿日本ツーリ

ストが０．０４％（２００４年期）、日本旅行が０．１１％（２００４

年期）という状況である（Table 6）。

　３－３　旅行業を取り巻く経営上の課題

　旅行業を取り巻く経営上の課題として最も重要と

思われるものは、先述のとおり、低収益構造からの

脱皮であるが、これについては、１９９６年までの旅行

需要の急速な拡大に伴い、売上高自体が飛躍的に伸

びていたことから、長らくあまり問題視されてこな

かった。旅行業者の経営戦略として、利益率の拡大

よりも売り上げ規模の拡大を目指してきた結果、規

模は拡大したもののコストも増大し、収益性や生産

性の面では大きな変化はなかったと言える。

　さらに近年、旅行業界は以下のような重大な市場

の変革を経験して来ており、この中でさらに低収益

構造からの脱皮の重要性が指摘されている。

１）流通構造の変革

　旅行業者の従来からの代表的な流通形態は、営業

所のカウンターでの販売である。２００３年度の国土交

通省の調査では、第１種旅行業者５６２社で、営業所

は自社で５，３８５か所、その代理業者が１，０５０か所、合

計で６，４３５か所あり、１社平均１１．５か所に上る。

１，００１人以上の大規模会社に限れば、１社あたり２３０

か所で営業している。また、旅行部門の従業員数は

６３，１１４人に上り、１，００１人以上の大規模会社につい

ては、１社あたり２，５５６人となっている。

　このような流通形態に最初に変革をもたらしたの

は、１９８５年頃に登場した専門雑誌を使った販売ルー

トの急拡大であった。従来から存在した新聞を媒介

とした販売方法に、１９８４年に創刊した『ＡＢ-ＲＯＡＤ』

などの専門情報誌、クラブツーリズムの発行する

『旅の友』といった自社旅行商品の通販専門誌による

ルートが急拡大しつつ加わったのである。

　このような形態には、店舗維持の人件費等の固定
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イ　資産等の状況　　　　  （単位：千円）
平成１６年度末区　分
５，８２９，３６６流動資産

資　

産

５２８，９４９うち（旅行未収金）
９，５８３，０７０固定資産
４，１２４，６６０投資等
１，１７８，３８４繰延資産
２０，７１５，４８０合計
６，５０８，６６１流動負債

負　

債

５９３，０９１うち（旅行未払金）
６，１４２，６３６固定負債
１２，６５１，２９８計
１，１６８，２３９資本または元入金

資　

本

３，２８１，５２２資本剰余金
３，１６９，８０７利益剰余金
５，６８８（うち税引後当期利益）
１５４，８９７その他有価証券評価差額金
２８９，７１７自己株式
８，０６４，１８２計
２０，７１５，４８０合計

Table 4　第１種旅行業者（全規模・１社平均）の損益・財務状況（２００４年度）

（単位：千円）ハ　収支の状況
平成１６年度

項目
うち旅行業部門合計
１０，９９３，４８７旅行売上高
１，３６６，４２０１２，７１３，７４５営業収入

営
業
損
益

１，２７８，５６５１２，１２９，２４４営業一般管理費
５８０，３９０４，７１５，８３４人件費
８９，９２４１８５，６４４広告・宣伝費
６０８，２５０７，１０５，２３３その他経費
５７，８５５５８４，５０１営業利益
４２，７７９２４２，７３７営業外利益営

業
外
損
益

４，４２７８３，４２３（うち受取利息）
９，０８９１８６，３８４営業外費用
２，４４７１１９，０９４（うち支払利息）
９１，５４５６４０，８５４経常利益

１７７，８２２税引前当期利益
５，６８８税引後当期利益

（単位：％）ロ　財務率
平成１６年度末区 分

８９．５６流 動 比 率
１５６．０１固 定 費 率
１５６．８８負 債 比 率
３８．９３自己資本比率

（単位：人、千円）Table 5　旅行業者（第１種）の２００４年度の経営状況（従業員１人あたり）

経常利益営業利益率（％）（Ｃ/Ａ）営業利益（Ｃ）収入率（％）（Ｂ/Ａ）営業収入（Ｂ）売上高（Ａ）従業員数規模

１９８０．２２１６５１１．８８，９７３７５，７２２９．５２０人以下

７１６０．７３６５３１１．８１０，６１０８９，９５２３３．４２１～５０人

９６００．９３８４９１１．０１０，０３０９１，１８２７３．２５１～１００人

５４８０．２３２４９１１．０１１，９４３１０８，８４０１６３．１１０１～３００人

９１８０．８０８８０１２．３１３，４９０１０９，９４８３５６．７３０１～５００人

４８４０．３１４２８１２．１１６，７５０１３８，０１７７１４．８５０１～１０００人

１，０６７０．５５５７５１２．６１３，１５４１０４，４７４２，６９６．６１０００人以上

８７３０．５３５５２１２．２１２，７５１１０４，８９２１０４．８全規模平均

Table 6　旅行会社別経営状況の推移

総店舗数
（箇所）

総従業員数
（人）

営業収入営
業利益率（Ｃ/Ｂ）

取扱高営業
利益比率（Ｃ/Ａ）

営業利益（Ｃ）
（百万円）

営業収入（Ｂ）
（百万円）

取扱高（Ａ）
（百万円）年度会社名

３５２１１，２０２０．５４％０．０８％１，０３８１９０，６２４１，３５１，２００平成１５年期

ＪＴＢ ３５５１０，０８５－０．５１％－０．０７％△９１７１７９，３６３１，２６０，６００平成１６年期

３４２９，６６９４．５６％０．６３％８，４７８１８５，７４４１，３４１，４００平成１７年期

２４８５，３１３１．０３％０．１４％８５１８２，６３２５９６，１４１平成１５年期

近畿日本ツーリスト ２３１４，９９３０．２９％０．０４％２０８７２，５７８５１７，５７２平成１６年期

２４６４，８９７－－－－－平成１７年期

２９６３，２８２－１．００％－０．１２％△５１７５１，６５４４２８，８０８平成１５年期

日本旅行 ２９０３，２３８１．８９％０．１１％４８７５４，７８３４５８，４５８平成１６年期

２９０３，４８０－－－－－平成１７年期

１８４２，７７１７．４８％１．１１％２，０１７２６，９７４１８１，９３４平成１５年期

Ｈ．Ｉ．Ｓ． ２０９２，９１５１３．８３％１．９８％４，４３８３２，０９２２２４，０３２平成１６年期

２２２２，９８７１４．１８％１．９８％４，９９６３５，２４２２５１，８４５平成１７年期

１－２６．７９％１．２８％１，１３７４，２４４８８，７１０平成１５年期

楽天トラベル １１０９３９．８２％１．９２％２，１５９５，４２２１１２，７４０平成１６年期

１１４４－－－－－平成１７年期

注１）指標、数値は各社の事業報告書をもとに作成。楽天トラベルは２００５年第３四半期決算説明会の資料をもとに作成。
　２）年度は決算日を基準とし、ＪＴＢは３月末、Ｈ．Ｉ．Ｓ．は１０月末、近畿日本ツーリスト、日本旅行、楽天トラベルは１２月末のもの。
　３）総従業員数および総店舗数は、決算日時点のもの。平成１７年期においては、近畿日本ツーリストは平成１７年１１月、日本旅行は１７年４月、

楽天トラベルは１７年１２月現在の従業員数。
　４）近畿日本ツーリスト、日本旅行、楽天トラベルの平成１７年期決算内容については、決算確定前のため表示なし。
　５）楽天トラベルの決算情報は、マイトリップ・ネットの実績との合算。
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費を削減するという大きな経営上のメリットがある

ことに加え、個別のツアー毎のパンフレットの制作

コストを省くこともできることから、一般的に店頭

販売の商品よりも割安となる。また、『ＡＢ-ＲＯＡＤ』

は、旅行業各社のパンフレットの内容を同一形式に

整理し、まとめることによって、その内容・価格の

比較を容易化し、特にブランドにこだわらず旅行内

容の自由な選択を指向する若い世代の旅行者から広

く受け入れられることとなった。このような無店舗

販売の利用は、旅行者のリピーター率と相関関係を

持つことが観察されている。旅行の申込方法として、

通販・電話と答えた人の割合は全体で２０．４％と既に

かなりの率になっているが、海外旅行経験１０回以上

の人による利用率は、２２．４％となっている７）。

　また、このような流通構造の変化の中で、短期間

に大規模旅行会社に成長した会社としては、１９８０年

に設立されたＨ．Ｉ．Ｓ．があげられる。格安旅行中心

の新規参入旅行業者だった同社は、団体旅行から個

人旅行への市場の変化に対応して、海外への個人旅

行に経営資源を集中させ、今や海外旅行の取扱高で

はＪＴＢ、近畿日本ツーリストに次ぎ、業界第３位の

地位を占めるに至っている（２００４年）。

　さらに、昨今急速に発展しているのが、コンビニ

エンスストアに設置した端末機を経由した販売方式

と、インターネット取引を活用した直接販売方式で

ある。

　コンビニの最大の利点は、旅行会社の店舗に比べ

て各段に店舗数が多く、しかも住宅街にも位置して

おり、ほぼ２４時間営業であるということにある。

１９９７年に行われた規制緩和を受け、ＪＴＢやコミュニ

ケーションネットワーク等の旅行会社がコンビニへ

の端末の設置を進め、大きく売上高を伸ばしている。

　また、２００３年の旅行取引における電子商取引化率

は、３．４１％にとどまっているが、インターネット利

用者の増加、ブロードバンドの普及、サイトの利便

性向上、携帯電話を活用したモバイル取引の拡大な

どに伴い、今後、急速に普及が進むと見込む向きが

多い。その普及には、関係旅行業者の信用を基礎と

した取引の安全確保が重要な役割を果たすことにな

ろう（Table 7）。

　参考文献５）によれば、旅行の申込方法として「イ

ンターネット」を挙げている人の割合は２４．０％と、

「旅行会社店舗」の３６．２％に続くシェアとなっている。

　インターネット販売の最大の特徴は、商品情報の

提供に加えて、予約や販売を可能とする双方向性、

リアルタイム性、安価な流通コストにある。これら

の特徴により、低価格での旅行商品の提供が可能と

なるとともに、旅行者にとっては、自宅で空席の確

認、予約、購入を瞬時に行うことができるようにな

り、さらには、その双方向性を活かして、旅行業者

に対してさまざまな質問を投げかけることも可能と

なっている。

　このような性格を持つインターネット販売を活用

して急成長している旅行業者が楽天トラベルである。

同社は、ビジネス需要にターゲットを置き、宿泊施

設の予約サイトとして業務を拡大させてきた。営業

所は１か所に絞り、総従業員数も２００４年期で１０１名

と、固定費用を極小化させている。営業収入営業利

益率で比較した場合、ＪＴＢが４．５６％（２００５年期）、近

畿日本ツーリストが０．２９％（２００４年期）、日本旅行が

０．８９％（２００４年期）であるのに対し、同社は３９．８５％

という実績をあげている（５４．２億円の営業収入に対

し２１．６億円の営業利益）。

　これに対し、大手旅行会社もインターネット販売

の強化を図っている。ＪＴＢでは、２００３年４月から、

「Ｗｅｂトラベル事業部」を立ち上げ、２００４年は対前年

比４２％増の４１６億円の販売実績を計上した。来年度

以降はこの事業を「ｉ．ＪＴＢ」として独立分社化し、

さらなる事業強化を図ることとしている。近畿日本

ツーリストでも、２００４年７月から全国一元的なイン

ターネット販売の専門組織「Ｗｅｂ営業部」を設置し、

宿泊予約専門サイト「楽宿」を新たに開設した。

　このように、インターネット販売は、新規参入会

社を含め、旅行業界にとって革新的な流通手段とし

て大いに期待される一方、運輸業者や宿泊施設によ

る消費者への直接販売を可能とすることから、いわ

ゆる「旅行会社バイパス現象」を助長する可能性も

高く、異業種を巻き込んだ顧客争奪戦の幕開けを招

いたとの一面も有している。旅行先や目的が絞られ

ている場合には、旅行業者の仲介機能はインターネ

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．３ 平成１８年１０月（　　）２２

柴田耕介

Table 7　旅行取引における電子商取引率の推移

電子商取引化率
（％）

旅行に関わる
電子商取引
市場規模（億円）

旅行市場規模
（億円）年

０．０５８０１６０，０００１９９８
０．１５２３０１５３，３００１９９９
０．４０６１０１５２，５００２０００
０．７９１，１９０１５０，６００２００１
１．９０２，６５０１４０，０００２００２
３．４１４，７４２１３９，０００２００３
１２．１０１８，０００１５０，０００２００７（予測）

資料）経済産業省。
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ット取引で十分代替可能と考えられる。これに対し、

さまざまな観光活動を包含した魅力的かつ包括的な

総合旅行商品の多様な品揃えなど、今後、旅行業者

がいかに顧客に対して別の付加価値を提供すること

ができるかが重要なポイントとなろう。

２）旅行者需要の個別化・多様化

　前項で述べた流通構造の変革は、消費者に対して

自宅で瞬時に比較可能な商品情報の提供をもたらし、

その結果、特定の旅行業者のブランドに頼らず、自

分のニーズに適合した内容・料金の旅行商品を自ら

が責任を持って選択する「自立した旅行者」の誕生

を促した。海外旅行・国内旅行のリピーター率が高

まり、いわゆる眼の肥えた、旅慣れた旅行者が増加

したことも、この傾向を加速させることとなった。

　近年の旅行商品の低価格化は、国内経済の不況や

デフレ傾向を背景として、時間やお金の浪費を徹底

的に省き、その中で最大限の満足を得ようとする旅

行者が増加したことが一因となっていると考えられ

る。このような「自立した旅行者」の需要への対応

に適した販売戦略は、流通コストの極小化であり、

その代表的な態様がインターネット販売であること

は、先に述べたとおりである。

　他方、いわゆる眼の肥えた旅行者の増加は、通り

一辺の旅行では飽きたらず、旅行者本人の「ライフ

スタイル」を体現する手段として旅行をとらえ、本

物の価値を追求し、感動や快適さを得るために時間

やお金を贅沢に消費する旅行者層を生んだ。今後、

いわゆる「団塊の世代」が２００７年以降に大量退職期

を迎えるのに伴い、「時間」「金」「知的好奇心」

「旅行経験」が豊かなこの旅行者層は、今後大きく増

加すると見込まれる。

　このように、現在の旅行市場においては、「効率

志向の旅行」と「体験志向の旅行」の間で、消費者

行動の二極化が進行していると考えられる（Fig.6）。

　旅行業者が、高収益体質に脱皮して行くにあたっ

ては、この旅行市場の二極化に適切に対応すること、

とりわけ、「体験志向」の旅行者層のニーズを捉え

るような旅行商品を投入し、販売体制を構築するこ

とが課題となっている。

　旅行商品開発に関して、近年、以下のような取り

組み（�日本交通公社調べ）が行われており、今後

とも付加価値の高い旅行商品の企画・開発が強く求

められることとなる。

［海外商品］

ａ）熟年向け等のターゲット商品

　旅行需要の牽引役となっている熟年層を取り込も

うと、各社とも、熟年向けの旅行商品開発に力を注

いでいる。世界遺産を巡るツアーや、旅先の歴史や

文化などを体験学習する要素を拡充したツアーなど、

知的好奇心を満足させることを意識した商品が数多

く用意されている。旅行前に渡航先の文化を事前に

学ぶツアーも登場した。

　それ以外のターゲット商品としては、ＯＬを対象

に、「なりたい自分になれる旅」と題したジャルパ

ックの『私にごほうび』シリーズや、日本旅行が出

産・子育てをサポートするサイトの運営会社と共同

で企画した小さな子供連れ専用の『ハッピーママ．

ＣＯＭ』ツアーなどがある。

ｂ）ブームをとらえた商品

　２００４年の『冬のソナタ』に代表される「韓流ブー

ム」は、韓国旅行に対する需要を喚起した。各旅行

会社は、ドラマの撮影ポイントを巡るツアーや俳優

に会えるツアーなどさまざまな内容を企画して対応

を図った。ドラマから始まった韓流ブームは文化や

食をはじめとする幅広い分野に広がっており、２００５

年も韓国旅行の可能性を広げる各種ツアーが用意さ

れた。

［国内商品］

ａ）カテゴリー、テーマ重視

　「一人でも泊まれる宿」など、宿泊施設のカテゴ

リーに着目した商品だけでなく、「女性限定の旅」

や「一人参加の旅」などの新たなコンセプトを掲げ

る商品が増えつつある。また、熊野古道をはじめと

する世界遺産を巡るツアーや、従来商品化は難しい

とされてきたエコツアー商品についても増加がみら

れる。

ｂ）地域（ブランド）の魅力づくり支援商品

　近年、受け入れ地域側において、宿泊業・土産物

業者等の狭義の観光関係者のみならず、行政や地域

住民、農林商工業者等の幅広い関係者が一丸となっ

Ｏｃｔ.，２００６ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３１，Ｎｏ．３ （　　）２３

観光産業の実態と課題

需
要 

価格 

効率志向 

・時間やお金の浪費 
　を徹底的に省く 

従来 

今後 

体験志向 

・感動や快適さを得る 
  ために時間やお金を 
  贅沢に消費する 

・本物の価値の追求 

Fig. 6　旅行市場の消費者行動の二極化
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て観光を通じた地域振興に取り組もうとの機運が高

まっていることを受けて、旅行会社の側も、受け入

れ地域側と一緒になって地域の魅力を掘り起こし、

その商品化に取り組む事例が増えている。具体的に

は、地域からの企画を募り商品化を行った近畿日本

ツーリストの『地域ブランディング大賞』や、阪急

交通社が飯山市とタイアップして作った『げんき村』

の例などがあげられる。

「体験志向」の層に対するこれらの特色ある商品の

提供にあたっては、顧客との信頼性に基づくコンサ

ルティングセールスが優位性を発揮することから、

営業所におけるカウンター販売が再び脚光を浴びて

いる。しかしながら、従来型の営業所は、必ずしも

ターゲット層を明確に意識せず、多種多様な旅行商

品のパンフレットを置いて客の来店を待つものがい

まだに多いとの指摘がある８）。

　そのような中、当初、格安航空券ビジネスで事業

を急拡大させたＨ．Ｉ．Ｓ．は、その後、戦略的な店舗

展開を図った点でも特筆される。同社は、当初より、

個人旅行・海外旅行の分野に特化していたが、１９９３年

に新宿に巨大店舗を出店し、カウンターもデスティ

ネーション別に区分けして専門性を高めた上、受付

窓口を細分化し、手配旅行、パッケージ旅行、ビジ

ネス・ファーストクラス旅行毎に受付階を分けると

いった取り組みを行っている。最近では、高額商品

の販売体制を強化するほか、スポーツなどの目的別

や特定地域に絞ったデスクも設けている。こうした

取り組み等が奏功し、同社は、２００５年期の売上高営

業利益率１．９８％、営業収入営業利益率１４．１８％と、

業界の平均を大きく上回る経営実績を残している。

　他の旅行業者においてもこのような取り組みが行

われている。例えば、ＪＴＢは、５０万円から６００万円

までの高額商品を専門的に扱う「ロイヤルロード銀

座」を開設し、サロン風の店内で渡航先の文化を事

前に学ぶ講座の開催などで人気を博しているほか、

海外に私だけの旅を作るというコンセプトで「トラ

ベルデザイナー新宿」を出店している。

　こうした傾向は、個々の店舗のターゲット顧客層

を明確に意識した上で、取扱旅行商品を戦略的に絞

り込み、販売員のコンサルティング機能を強化する

ことで、「攻めの販売体制」を確立していく動きと

してとらえることができるだろう。

３）訪日外国人旅行者の急増

　旅行業総取扱額に占めるシェアが１％にも満たな

い、そのパイの小ささから、訪日外国人旅行への旅

行業者の関心はこれまで決して高いものとはいえな

かった。そのため、旅行業者は、外国人旅行市場へ

の積極的な商品投入をすることもなく、また、旅行

業者として積極的に現地市場に介在することなく、

東南アジアを中心とした送り出し国の「民族系」駐

日ランドオペレーターが訪日外国人旅行市場をリー

ドしてきたという状況にあった。その一方で、最近

では、香港など海外の旅行業者が、日本の旅行業者・

ランドオペレーターを介在させることなく、海外か

ら直接日本の宿泊・交通・食事などを手配する、い

わゆる「直手配」が進みつつある。

　しかしながら、２００３年７月に政府において策定さ

れた「観光立国行動計画」により、日本を訪れる外

国人旅行者数を２０１０年まで１，０００万人に倍増させる

との政府目標の下、ビジット・ジャパン・キャンペ

ーンが開始されたこと、また、国民の国内旅行の長

期減少傾向が一向に改善されないために地域の自治

体や観光関係者によって新たな市場として外国人旅

行者の誘致に注目が集まったこと等から、訪日外国

人旅行を取り巻く状況が変わりつつある。

　２００５年度からビジット・ジャパン・キャンペーン

対象重点市場が１２か国に拡大されて積極的なキャン

ペーン活動が行われ、愛・地球博の開催、中国全土

への団体観光ビザ発給対象地域の拡大、香港、台湾、

韓国に対する観光ビザの解禁等の措置があいまって、

訪日外国人旅行者数は、２００３年に５２１万人であった

ものが、２００４年には６１４万人、２００５年には６７３万人と

急増している。

　このような中、旅行業者の外国人旅行に対する取

り組みも以前に比して強化されつつあり、各社にお

いてインバウンド部門の営業体制を見直す動きが見

られる。例えばＪＴＢでは、２００５年４月に従来の本社

海外旅行事業部を独立・分社化してＪＴＢグローバル・

マーケティング・アンド・トラベルを発足させ、近

畿日本ツーリストでは、２００５年１月にグローバルビ

ジネス支店を新設した。このほか、ＡＮＡグループ

では国内営業部内におかれていたインバウンドグル

ープを訪日旅行部に格上げし、日本旅行でも中国か

らの旅行者向けに新たなブランド展開を図る等、全

社を挙げた訪日促進事業が始動している。

　こうした動きは、「民族系」駐日ランドオペレー

ター、あるいは「直手配」を行う送り出し国の旅行

業者との競争を激化させると考えられるが、いたず

らに低価格競争に陥ることなく、我が国の観光の魅

力を知り尽くした本邦の旅行業者でなければ提案で
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きないような、安全面・品質面から付加価値の高い

旅行商品をいかに企画・提案していくかが課題とな

ろう。また、既に一部の旅行会社が既に手がけてい

るように、日本人海外旅行者向け旅行サービスのオ

ペレーターとしての位置づけで設置された海外支店

を活用し、現地でライセンスを取得して直接外国人

に向けた訪日旅行販売体制を確立していくことも課

題となろう。

　３－４　今後の取り組みの方向性

　前節で触れたように、旅行業界は時代の変化に伴

って、さまざまな経営上の課題に直面しており、基

本戦略の見直しを余儀なくされていると言える。

　このような中、旅行業者がさらに発展を遂げてい

くためには、原点に立ち返り、いわゆる供給サイド

の「販売代理業」から、旅行者サイドの「声」を代

弁して供給サイドに対しても変革・改善を求めるよ

うな「購買代理業」への意識改革を進め、その観点

から経営資源の再配分と投入を行うことが求められ

る。

　そのための具体的方策として、以下を提言したい。

�旅行者ニーズの二極化に対応した流通戦略の構築

　前述のとおり、現在の旅行者ニーズが、多様化・

個別化するとともに、旅行者は大きく効率志向の旅

行者層と、体験志向の旅行者層に二極化して来てい

る。それに加えて、旅行商品の流通構造も複雑多岐

にわたるようになった。

　旅行業者においては、このような変化を敏感にキ

ャッチし、自らがターゲットとする旅行者層を明確

化した上で、それぞれに最適な流通ツールを選択す

ることで経営の効率化、高収益体質への脱皮が図ら

れるものと考えられる。

　具体的事例として、本稿では効率化志向の旅行者

層との親和性の高い流通ツールとしてメディア販売、

インターネット販売を挙げ、体験志向の旅行者層と

の親和性の高いものとして高機能化した店舗販売を

挙げた。

　今後、旅行業者によっては、大幅な基本戦略の見

直しが必要となるところもあろうが、旅行者ニーズ

の多様化・二極化と流通構造の複雑化の流れは明ら

かであり、早急な対応が迫られている。

�高付加価値型の商品企画・造成力の強化

　かつて、旅行業界においては、効率のよいグルー

プツアーの大量送客を販売戦略の柱として、飛行機

の座席やホテルの部屋を組み合わせるだけの「アッ

センブリー商品」を流通に乗せることが重要な課題

とされ、そのような姿勢が過度の価格競争につなが

ってきた、とも指摘される。

　しかしながら、今や旅行者の嗜好の多様化により、

多品種、少量、短サイクルの商品造成が求められて

いることから、旅行者ニーズを細かく分析し、付加

価値の高い旅行商品を造成するための企画力の強化

が求められている。

　旅行者が求める「旅行体験」を実現するべく、旅

行者の立場に立って、観光産業側のサービスの改善・

改良を求めつつ、如何に魅力ある商品を生み出せる

かという点が、今後、「旅行者に頼られる存在」と

して、旅行業が発展していけるかどうかの鍵となろ

う。

　そのためには、商品開発の努力を不断に行う必要

がある。特に、国内旅行、訪日外国人旅行の分野に

おいては、「商品の競争力」＝「地域の魅力」とと

らえ、運輸産業・宿泊産業といった従来からの主体

に加えて、地域の幅広い関係者を巻き込みつつ、地

域の「オンリーワン資源」を掘り起こし、商品化し

ていくことが求められている。

　そのような観点からは、送客を本務としてきた地

方の支店・営業所の役割を今一度見直し、「地域に

頼られる存在」として、地域と密着しつつ「旅行体

験」の商品化を進める事業拠点として再構築してい

くことが課題となっている。このための取り組みと

して、ＪＴＢが本年４月に会社分割を行い、持ち株会

社の下に１５の地域会社を設立してより一層地域に密

着した営業展開を行おうとしている点は注目に値す

る。

�人材の確保・育成

　旅行業界は、就職先志望ランキングで常に上位に

位置付けられ、人気業種として有能な人材を集めて

きた。しかしながら、新規採用職員の定着率の低さ

に加え、売上高の減少に伴って近年進められてきた

リストラクチャリングを背景とする経験豊かな人材

の流出が問題視されてきている。

　旅行業者では、自社のスタッフが有する航空会社

やホテルからの仕入れネットワークがきわめて大き

な財産となっている。また、旅行業の流通形態は大

変複雑で、その中で旅行商品を扱うための人材の育

成は一朝一夕にはできず、�で述べた店舗戦略の効

率化、�で述べた高付加価値型商品の販売強化を実

践する上でも、多様化・個別化する旅行者のニーズ

に適切に応えられる人材の育成が急務となっている。

　そのため、将来にわたる経営戦略と軌を一にした
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人材の確保・育成戦略を策定し、顧客満足度ととも

に社員満足度の高い経営を実践することが求められ

ている。

　以上に述べたような旅行業界の自己変革を促すた

め、国においても、２００５年４月に旅行業法を改正し、

旅行契約の基幹的形態として「企画旅行」を明確に

位置付け、それに伴う契約ルールの整備を行う等の

取り組みを行ってきているところであるが、今後と

も、業界と連携して、必要な施策を講じて行くこと

としている。
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　４．各産業の実態と問題点②－ －宿泊産業

　４－１　宿泊産業の現状

　宿泊産業全体の市場規模は、バブル経済期に急速

に拡大したことを受けて１９９１年には４兆９，４４０億円

にまで達したものの、その後は主に最も大きな内訳

を占める旅館の市場規模の衰退を反映して長期的な

縮小傾向にあり、２００４年には１９９１年に比べて３３％減

の３兆３，１３０億円にまで減少している。また、旅館

の市場規模の衰退により、１９９１年から２００４年までの

間に、宿泊産業全体に占めるホテルのシェアが２０％

から３１％に増加した一方で、旅館のシェアは７１％か

ら６０％に減少した（Fig.7）９）。

　旅館の市場規模の衰退は施設数の推移にも現れて

いる。ホテルの施設数は絶対数では旅館に比べて少

ないものの、一貫して増加傾向にあり、２００４年には

対前年比１．４％増の８，８１１軒に達した。これに対し、

１９８９年には７７，２６９軒であった旅館の施設数は年々減

少を続け、２００４年には５８，００３軒にまで減少している

（２００４年は対前年比２．９％の減少）（Fig.8）１０）。

　次に、ホテル業および旅館業の順に近年の経営状

況をみていくこととする。

　まず、ホテル業の経営状況は、バブル経済後の

１９９０年代前半には落ち込んだものの、その後は徐々

に回復してきている。主要ホテルの客室稼働率の推

移を見ると、バブル経済期の１９９０年には首都圏で

８４．９％、全国平均でも７７．６％の高水準を記録した後、

１９９３年には首都圏で６９．９％、全国平均で６７．１％にま

で下落したが、その後、徐々に回復し、２００４年には

首都圏で７６．２％、全国平均で７０．９％にまで改善した

（Fig.9）１１）。

　主要ホテル１軒当たりの財務指標の平均値を見る

と、１９９０年代を通じて、経常損益、税引前当期損益、
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Fig. 7　宿泊産業の市場規模
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Fig. 8　ホテル・旅館の軒数
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Fig. 9　主要ホテルの客室利用率
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当期純損益が赤字となる時期が続き、特に１９９８年に

はこれらに加えて営業損益まで赤字となったが、そ

の後、１９９９年には経常損益が黒字に転換し、２００２年

には税引前当期損益も黒字に転換するなど、回復基

調に転じた（Table 8）。

　しかしながら、２００２年から２００４年にかけて、再び

営業利益および経常利益が減少したことに伴い、経

営の収益性を示す売上高営業利益率や売上高経常利

益率も減少していることから、収益性の低下を指摘

せざるを得ない。

　一方、経営の安定性を示す負債比率（自己資本に

対する負債の割合）は、１９９８年には８６８．９％にまで

悪化したが、その後は改善し、２００４年には３６５．２％

となっている。しかしながら、流動比率（流動負債

に対する流動資産の割合）は、一般的には１２０％以上

あることが望ましいとされているのに対して、近年、

一貫して１００％を大きく下回る４０％台で推移してお

り、短期的な支払い能力の低さが懸念される。

　次に、旅館業に目を転ずると、旅館業の経営状況

は、バブル経済後の長期的な低落傾向に歯止めがか

からない状況にある。主要旅館の定員稼働率は、

１９９１年の４８．３％からほぼ一貫して減少を続けており、

２００３年には３９．８％にまで低下した（Fig.10）。特に、

客室数１００室以上の大規模旅館において、定員稼働

率の低下が著しい。このことは、主要旅館の１室当

たり売上高（ＡＤＲ：Ａｖｅｒａｇｅ　Ｄａｉｌｙ　Ｒａｔｅ）の推移にも

反映されており、２００３年には小規模旅館が１９９３年に

比べて１２．５％減の３万２，１１０円、中規模旅館が同じ
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Fig. 10　主要旅館の定員稼働率
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Fig. 11　主要旅館の１室当たり売上高（Ａｖｅｒａｇｅ　Ｄａｉｌｙ　Ｒａｔｅ：Ａ
ＤＲ）

（単位：％）Table 8　主要ホテルの財務指標

０４０３０２０１００９９９８９７９６９５９４９３９２

７，３０９，７０２６，３４８，１８１６，０８０，１９８５，８１２，７３７５，０２４，２５５４，６９０，９８３４，４３４，８６９４，７２０，１２０４，９６０，３４０４，８６９，６４４４，８１９，６９０４，８１０，８９２４，９４６，７４８営業収益

１５４，３４４１７１，５２５１９５，３０８２００，０６６１４１，７２９１１１，２６５－２９，３７８７，５８５７５，０５７４７，６７２６４，２５０９７，４５８２１９，８２３営業利益

９４，９９７１０８，０１２１３９，５２０１４７，３３０５７，６５６３６，７８０－１３２，６４７－１２２，１６５－６４，０５６－１３７，００６－１２５，６０８－７６，００１４１，６２８経常利益

１１，９６９２０，８４５９２，０４０－
１０５，２３５

－
３０３，０３６－１３，２１３－

２０２，７４７
－

１４１，７５９－７１，８３７－
１６６，２４３

－
１７１，０３６－７１，２８４１４，９６３税引前

当期利益

－３１，９２３－１２，８９０－６，５３１－１１４，５２６－３００，３６２－４２，０４７－２２３，９７３－１５８，７５７－１０７，９０８－１９２，７２３－１９６，９１３－１１６，７３２－５９，９０１当期純利益

１，５８５，６５７１，３４１，８１１１，４６０，２９６１，３７５，１７４１，１９６，５２６９９１，６７１１，１３２，００８１，１２４，３４４１，１９２，６８０１，２９４，０９３１，１６２，５３９１，２５８，４６６１，２８５，４４４流動資産

３，５０１，０１２２，９４１，２１３３，３３５，６１６３，２２３，８０６２，９３８，００８２，８９０，０３３３，１９４，４４６３，２４３，５６１２，９６７，７３８２，６４８，１４８２，２６０，６８９２，２３２，８５５２，０１８，３５６流動負債

７，４２０，２１８６，６４５，３２４７，１４３，３５５７，２１５，３９２６，６６５，８３４６，５８８，５６２７，０５２，６３８７，２４３，５２１７，１６６，９７８７，３０８，７１４６，６８２，９７８６，６４３，９８４６，１５７，９９０負債合計

２，０３１，７５
６

１，８２４，７０
５

１，７２０，１４
３

１，３０３，９７
８

１，２０６，４０
１

１，０８１，０７
９８１１，６６３９７８，５５７９７９，１８４１，０９５，１７

９
１，０８０，３４

９
１，２１７，５６

５
１，３６２，３８

８
自己資本
合計

２．１２．７３．２３．４２．８２．４－０．７０．２１．５１．０１．３２．０４．４売上高
営業利益率（％）

１．３１．７２．３２．５１．１０．８－３．０－２．６－１．３－２．８－２．６－１．６０．８売上高
経常利益率（％）

－０．４－０．２－０．１－２．０－６．０－０．９－５．１－３．４－２．２－４．０－４．１－２．４－１．２売上高
純利益率（％）

３６５．２３６４．２４１５．３５５３．３５５２．５６０９．４８６８．９７４０．２７３１．９６６７．４６１８．６５４５．７４５２．０負債比率
（％）

４５．３４５．６４３．８４２．７４０．７３４．３３５．４３４．７４０．２４８．９５１．４５６．４６３．７流動比率
（％）

出典）�日本ホテル協会。
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く１９．９％減の３万２，１３７円にとどまっているのに対

して、大規模旅館ではこれらを大きく上回る３１．８％

減の３万４，６８５円にまで減少している（Fig.11）１２）。

　主要旅館１軒あたりの財務指標の平均値に関する

国際観光旅館連盟の統計によれば、２００４年の営業収

益は定員稼働率の低下やＡＤＲの減少を反映して

２０００年に比べて４．９％減少したものの、リストラや

コスト削減により営業利益はむしろ増加し、経常利

益及び税引前当期利益も２００２年から２００３年にかけて

黒字に転じたことに伴い、売上高営業利益率や売上

高経常利益率も改善してきている（Table 9）。

　しかしながら、負債比率を見ると、２０００年には

９，９３８％、２００３年には８，２００％と極端に高い水準で推

移しており、自己資本の規模に比べて過大な債務を

負っている状況にあると言わざるを得ず、流動比率

についても、５０％台前半ないし６０％台前半と低い水

準で推移している。

　４－２　宿泊産業の特性

　次に、宿泊産業の特性を見たい。まず、宿泊産業

の収入構造を見ると、日本のホテル業の特徴として、

売上高に占める飲食および宴会からの収入の割合が

高いことがあげられる。２００４年度の主要ホテルの収

入構成を見ると、室料の占める割合が２５．９％である

のに対して、飲食料収入が３９．０％、「その他」（宴

会含む）収入が２７．３％を占めている（Fig.12）１１）。

　一方、旅館の収入構成について見ると、近年、宿

泊料収入が売上高に占める割合が増加する傾向にあ

る（Fig.13）１２）。

　次に、宿泊産業のコスト構造を見ると、人件費が

占める割合がホテルでは２６．６％、旅館では３０．６％と

いずれも極めて高い水準にある（Fig.14）。宿泊産業

はサービス産業の中でも人的なサービスのウエイト

が比較的高く、スケールメリットの追求が行われに

0

20

40

60

80

100
%

その他 
売店売上 
サービス料 
飲食料 
室料 

Fig. 12　主要ホテルの営業収益構成（２００４年度）
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Fig. 13　主要旅館の売上高構成比
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Fig. 14　主要ホテル・旅館の支出構成
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Fig. 15　主要ホテルの地域別月別客室利用率（２００４年）

（万円）Table 9　主要旅館の財務指標

２００３２００２２００１２０００年
１０７，３３６１１２，８７４１１０，７４５１１２，８４９営業収益
４，１６２３，３７２３，１５２２，３４３営業利益
１，０６４－１２１－２５５－１，２８７経営利益

６０５－４９３－５８０－１，６６４税引前
当期利益

２３，８０６２７，９２９２８，０１９２９，９８６流動資産
４６，０９８４３，７６１５２，６４７４６，６４３流動負債
２１０，２５４２２１，３０６２１７，８２４２１４，２６８負債合計
２，５６４－１，８２５２，７４７２，１５６自己資本合計

３．９３．０２．８２．１売上高
営業利益率（％）

１．０－０．１－０．２－１．１売上高
経常利益率（％）

８，２００．２Ｎ／Ａ７，９２９．５９，９３８．２負債比率（％）
５１．６６３．８５３．２６４．３流動比率（％）

出典）�国際観光旅館連盟。
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くい特性を有していると考えられる。

　また、宿泊産業は装置産業であると言われるが、

ホテルの減価償却費は支出全体の４．０％であるのに

対し、特に、旅館の減価償却費は支出全体の７．７％

と高い水準になっている。同様に、支払利息も、ホ

テルの１．４％に対して旅館は４．４％となっており、旅

館においてバブル経済期に多額の設備投資を行った

ことが、その後の減価償却負担および支払利息負担

に跳ね返っているものと考えられる。

　さらに、宿泊産業の特徴として、需要の季節変動

が大きいことが挙げられる。例えば、主要ホテルの

月別客室利用率を見ると、客室に対する需要は３～

５月、８月および１０～１１月に高くなり、逆に、１２～

１月、６月および９月に低くなる傾向がある（Fig.15）。

中でも、リゾート地に立地するホテルにおいて、こ

のような需要の季節変動の影響が顕著である１１）。

　４－３　近年のホテル業界の動向

　従来、国内のホテル産業は、帝国ホテルに代表さ

れるシティホテルと低価格のビジネスホテルチェー

ンに大別されて市場が形成されてきたが、その後、

シティホテルの地方都市での展開が進む一方で、ビ

ジネスホテルでも施設に対する様々な投資が進んだ

ことに伴い、両者の境界は次第に明らかでなくなっ

た。しかしながら、１９９０年代以降、日本のホテル市

場においては、新たに、宿泊特化型ホテルとラグジ

ュアリーホテルへの二極化が進行している（Fig. 

16）１３）。

　まず、１９９０年代に入ると、宿泊特化型と呼ばれる

ホテルが登場し、短期間で急速に店舗数を伸ばした。

東横イン、ルートイン、スーパーホテル、Ｒ＆Ｂの

４チェーンが宿泊特化型ホテルの代表格である。こ

れらは、バブル経済後の地価の下落により、料飲部

門を省いても宿泊部門の収益だけで施設への投資の

回収が可能になったことを背景として、機能を宿泊

に絞り込むことにより、従来にはなかった低価格を

実現した。その特徴としては、駅前などの便利な地

区に立地していること、複数のレストランを持たな

いこと、宴会場を持たないこと、朝食付きの料金設

定であることが挙げられる。その一方で、単に価格

を下げるだけではなく、自販機の料金を１００円に据

え置き、ロビーにインターネット用パソコンを設置

するなどの新たなサービスを行い、顧客を増やして

いる。しかしながら、東横インについては、違法な

施設改造を多数行っていたことが２００６年１月に判明

し社会問題化しており、今後の動向を注視する必要

がある。

　一方、ラグジュアリーホテル市場の形成に向けた

動きも顕著である。従来、帝国ホテル、ホテルオー

クラ、ホテルニューオータニ（いわゆる御三家）な

ど日本を代表するホテルは、大規模で客室数が多い

こと、宴会場・料飲部門の売上げシェアが高いこと、

所有・経営・運営が一体化されていることなどを特

徴としてきた。

　これに対し、１９９０年代に入って参入した外資系の

フォーシーズンズホテル椿山荘東京、パークハイア

ット東京、ウェスティンホテル東京（いわゆる新御

単機能 

高価格・高級感 

ラグジュアリーホテル 

低価格・手頃感 

多機能 

シティホテル 

ビジネスホテル 

宿泊機能に絞り込み 
ローコストオペレー 
ション 

宿泊特化型 
ホテル 

カプセル 
ホテル 

機能の絞り込み 
飲料部門の圧縮 
ハード投資の圧縮 

ブランド化 
運営委託による効率化 

出典）日本貿易振興機構（２００５）より作成、転載。
Fig. 16　宿泊特化型ホテルとラグジュアリーホテルの二極化
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三家）などは、不動産を所有する日本の不動産会社

から運営、ブランド、マーケティングの各面で委託

を受ける方式を採用することにより、進出に伴う経

営上のリスクを軽減しつつ開業した＊４（Fig.17）。

　これらの外資系ホテルは、ラグジュアリーホテル

に相応しい客室スペック、質の高いきめ細やかなサ

ービスを提供するのに適した１００～３５０室程度の客室

数、個人利用のためのデザイン性の高いレストラン、

バー、フロントなどを提供することによって効果的

なブランドマネージメントを行い、先行ホテルとの

差別化に成功した。その結果、バブル経済後、ホテ

ル業界全体の宿泊単価が低下した中で、高水準の客

室単価及び客室稼働率を実現している。

　さらに、２００５年から２００８年頃にかけて、強力なブ

ランド力を誇る外資系のホテルチェーンが相次いで

都心の大規模再開発地に進出し、客室数が大きく増

加することから、競争の激化が見込まれており、ホ

テル業界の２００７年問題と呼ばれている。

　既に、２００５年には、汐留再開発地にヒルトングルー

プのコンラッド東京（２９０室）が、日本橋の再開発地

にはマンダリンオリエンタル東京（１７９室）が、各々

開業した。さらに、２００７年には六本木の防衛庁跡地

にリッツカールトン東京（２５０室）が、有楽町の皇居

に面した区画にペニンシュラ東京（３１５室）が各々開

業する予定であるほか、２００８年には丸の内地区にラ

ッフルズ・ザ・プラザ東京（１８０室）の開業が決まっ

ている。

　これらの外資系ホテルに特徴的な点は、マネージ

メント契約により、運営、ブランド、マーケティン

グの各面で委託を受ける形態にとどまらず、不動産

の所有者と賃貸借契約を締結し、経営（損益）リスク

についても外資系ホテル会社が関与するとの形態も

見られるなど、運営形態が多様化している点である。

　近年、外資系ホテルチェーンによる日本進出が相

次いでいる背景には、基本的に日本のホテル市場が

拡大傾向にあること、バブル経済後の地価下落と再

開発の進展により都心の一等地への進出が容易にな

ったことが挙げられよう。また、これに加え、日本

人海外旅行客が近年増加していることから、日本に

進出することによってブランド認知度が向上すれば、

世界各地に立地する自社チェーンホテルにおける日

本人顧客の獲得につながるという利点もある。

　これら外資系ホテルの進出を受けて、日本の既存

シティホテルにおいても、施設のリノベーションの

ための投資や、不動産所有とホテル事業の運営を分

離することにより経営の効率化を図る等の動きが目

立っている。現在、都市部ホテルの客室稼働率は

７０％台の高い水準で推移しており、また、外資系ホ

テルチェーンの参入による増加分は、既存の都心部

のシティホテル全体の客室数に比べれば相対的に規

模が小さい（１３％程度）１４）ことから、２００７年前後に

ホテル業界が実際に供給過剰に陥る可能性は低いと

見られているが、いずれにせよ、今後、既存のシテ

ィホテルは、外資系のラグジュアリーホテルとの競

争の中で顧客を継続的に獲得できるような価値ある

サービスの提供を目指す必要があると言えよう。

　４－４　近年の旅館業界の動向

　旅館業については、先に見たように長期的な市場

規模の縮小が続く中、１９９０年代に入って消費者の旅

行需要が個人や小規模グループでの旅行、滞在型の

旅行にシフトしており、従来主流であった宴会目的

類型 不動産の所有 
経営 

（損益の帰属） 

運営・ 
ブランド・ 

マーケティング 

所有直営 

マネジメント 
契約・フラン 
チャイズ 

賃貸借契約 

オーナー 

オーナー 

オーナー オーナー 

オーナー 

オーナー 

ホテル会社 

ホテル会社 ホテル会社 

代表的なホテルの例 

帝国ホテル（東京内幸町、1890開業、1,019室） 
ホテルオークラ（東京虎ノ門、1962開業、834室） 
ホテルニューオークラ（東京紀尾井町、1964開業、1,533室） 

フォーシーズンズ椿山荘東京（東京目白、1992開業、283室） 
パークハイアット東京（東京西新宿、1994開業、178室） 
ウエスティンホテル東京（東京恵比寿、1994開業、438室） 
コンラッド東京（東京東新橋、2005開業、290室） 

ロイヤルパーク汐留タワー（東京東新橋、2003開業、490室） 
マンダリンオリエンタル東京（東京日本橋、2005開業、179室） 
リッツカールトン東京（東京六本木、2007開業予定、250室） 
ペニンシュラ東京（東京有楽町、2007開業予定、315室） 

出典）参考文献２０）などに基づき、作成。
Fig. 17　ホテルの所有・経営・運営形態

　＊４　フォーシーズンズホテル椿山荘東京は、運営の委託を伴
わずブランドおよびマーケティングのみをホテル会社に
委ねるフランチャイズ方式で開業。
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の団体客による１泊２日の旅行需要は著しく減少し

ている。

　新たに主流層となった個人や小規模グループの旅

行客については、近年の住環境の向上や海外旅行経

験の増加により、従来型の旅館施設やサービス水準

では満足感を与えることが困難となっている。

　しかしながら、多くの旅館はバブル経済期に宴会

目的の団体旅行需要に対応して、１室当たりの定員

数が多い客室の増設・増築や大広間、宴会場などの

設備整備に投資を行ったことから、過重な債務負担

を負っている。このため、さらなる資金の借入れが

困難となり、新たな旅行需要に対応した設備投資を

行うことができないまま施設が老朽化する一方、大

型客室に個人客を宿泊させることにより定員稼働率

が低下し、さらに経営が悪化する等の悪循環に陥っ

ている。特に、客室１００室以上の大型旅館において、

経営の低迷が顕著である。

　このような状況から、倒産する旅館も相次いでお

り、帝国データバンクによれば２０００年以降、旅館・

ホテル業者の倒産件数は毎年１００件を超える高水準

で推移している（Fig.18）１５）。倒産した旅館が、野晒

しにされて廃墟化することにより、景観を阻害し、

地域の観光に対してマイナス影響を及ぼしているも

のも少なくない。

　こうした中で、経営破綻した旅館を民間のスポン

サーが買い取り、新たな資金を投下して、顧客のニ

ーズに応じた設備整備、マーケティング、組織改革

などに取り組むことにより、旅館の再生に成功した

との事例が注目されている。

　例えば、大分県別府市の高台に立地する杉の井ホ

テルは、１９４４年開業の老舗旅館であったが、１９９３年

に行った屋内プール施設への過剰投資などが経営を

圧迫し、２００１年に経営破綻したところ、新たに同ホ

テルのオーナーとなったオリックス・リアルエステ

ート株式会社は、コスト管理や従業員の意識改革を

行うとともに、施設整備への投資を行い、老朽化し

た大温泉の全面改築による展望露天風呂「棚湯」を

２００３年に開業し、予想を大きく上回る集客効果と顧

客単価の向上を実現した。さらに、２００４年には、家

族旅行需要に対応した「グッドタイムフロア」、

２００５年には、女性顧客の獲得に向けて美と癒しを提

供するスパ施設とラグジュアリールームを開業し、

旅館事業の再生を進めている１６）。

　また、軽井沢の老舗旅館であった星野リゾートは、

１９９１年に現社長の星野佳路氏が経営を引き継ぐと

「リゾート運営の達人になる」とのビジョンを掲げ

て、破綻した各地のリゾートホテルの再生を手がけ、

２００１年に山梨県のリゾナーレ小渕沢を、２００３年には

福島県のアルツ磐梯リゾートと北海道のアルファリ

ゾート・トマムを傘下におさめた。星野リゾートで

は、スタッフに顧客志向を定着させるため、顧客満

足度を統計的に測定してデータベース化するととも

に、スタッフ全員にフィードバックしている。さら

に、２００５年には、投資会社ゴールドマン・サックス

と提携し、ゴールドマン・サックスが買収や改装投

資などの資金を提供し、星野リゾートが事業運営を

行うとのスキームにより、新たに石川県の山代温泉

白銀屋、静岡県の伊東温泉いづみ荘などの旅館の再

生に取り組んでおり、今後の活動が注目されてい

る１６）。

　このほか、２００５年に入り、栃木県鬼怒川温泉に立

地する鬼怒川グランドホテル、鬼怒川プラザホテル、

鬼怒川温泉ホテル、鬼怒川金谷ホテルは、いずれも

産業再生機構の支援決定を受け、地域の金融機関か

らの債権放棄などの支援を得ることにより、老朽化

した設備の改修や客室の改装、サービスレベルの向

上などを行い、旅館事業の再生を進めている１７）。

　その一方で、小型旅館の中には、「洗練された隠

れ宿」といったコンセプトに沿って、客室に併設し

た露天風呂や貸切り露天風呂を備え、旬の地料理を

提供するなどにより、日常を離れた高級感を求める

女性客、カップル客、滞在型の癒しを求める家族旅

行客、個人客などを獲得し、堅調な営業成績を上げ

ている事例も見られる。

　このほか、近年のインターネットの普及によって

小規模な宿泊施設の販売チャンネルが生まれたこと

を背景として、従来のホテルや旅館の区分には当て

はまらないニッチ市場に特化した個性的な宿泊施設
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Fig. 18　旅館・ホテルの倒産推移
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の形態が出ていることが注目される。例えば、京都

で茶道、書道、能楽、禅など日本の伝統文化の体験

事業を手がけていた株式会社庵は、２００４年より、京

都市内の町屋を借り受けて改装を施し、京都の伝統

美を生かしつつモダンやオリエンタルな感覚を取り

入れた町屋を定期賃貸借の形態で提供している１８）。

　さらに、北海道のニセコ地域では、冬の雪質のす

ばらしさがオーストラリア人の間で知られるように

なり、２００３年頃からオーストラリア人スキー客が急

増したことを受けて、不動産業者が進出し、外国か

ら輸入した調度品を居住空間に備え、建物の地下部

分にはスキー用具の置き場や乾燥室なども完備した

コンドミニアムを建設、分譲・賃貸する動きが広が

っている１９）。

　４－５　宿泊産業の課題と今後の方向性

　ホテル業界と旅館業界双方に共通して言えること

は、生活水準の改善や海外旅行経験の増加などによ

り、人々の宿泊旅行に対する要求水準が高くなって

いる中で、顧客を満足させ、感動を与えることによ

り、継続的に顧客を獲得していく必要があるという

ことである。このためには、市場におけるポジショ

ニングおよびビジョンを確立した上で、これに基づ

き、戦略的にマーケティング、組織・人材管理、施

設のリノベーションのための投資などを行っていく

ことが重要である。

　ホテル業界においては、ラグジュアリーホテルと

宿泊特化型ホテルへの二極化が進展する中で、その

中間に位置付けられる既存のシティホテルが、両者

に顧客を奪われることにより埋没してしまうことが

懸念される。特に、いわゆる２００７年問題によって、

都心のラグジュアリーホテルによるＡＤＲ３万円超

の客室供給が拡大すると、ＡＤＲ２万円台後半の既

存高級ホテルを利用していたＡＤＲ３万円超の顧客

が新規開業高級ホテルに流れることにより、既存高

級ホテルでは、顧客が減少するばかりでなくＡＤＲ

の低下をも招くことが予測され、他の付加価値を付

けることにより価格を維持するか、収入に見合った

サービス水準に引き下げるかの厳しい選択が必要と

なることが指摘されている２０）。

　しかしながら、このような市場環境の中でも、市

場における自らのポジショニングを明確に設定し、

周辺の競合施設と差別化できるようなアイデンティ

ティを確立した上で的確なマーケティング活動に努

めていけば、ホテル市場が全体として拡大基調にあ

る中で持続的に利益を上げていくことは困難ではな

いと思われる。

　さらには、宿泊産業の特徴の一つである需要の季

節変動に対応して、日々の需要に応じて最適な価格

を設定する「イールドマネジメント」を徹底して行

うことも、収益の最大化を図っていく上で重要とな

ろう。

　一方、旅館業界においては、市場規模の縮小傾向

に加え、近年の団体旅行から個人旅行への旅行需要

のシフトを踏まえて、新たな個人客や小規模グルー

プ客を中心に顧客ターゲットの見直しを行うととも

に、施設のコンセプトを明確化し、適切なマーケテ

ィング、施設改修への投資、組織運営などを行って

いくことが求められている。このような中、多くの

旅館では老朽化した施設を個人客仕様に改装するた

めの追加的な資金借入れが困難な状況にあることか

ら、既存の施設スペックを前提としつつ、市場の変

化に対応したコンセプトをどのように実施に移して

いくのか、厳しい選択をせまられているのが実情で

ある。

　今後の国内旅行需要の主流となると見込まれる個

人客やグループ旅行客、滞在型の宿泊客をターゲッ

トとするには、地産地消の食事メニューづくりを行

うことや、泊食分離の取組みを行っていくことも課

題となる。かつては、旅館の夕食といえば団体客に

よる宴会旅行に適したお決まりの会席料理を供する

のが基本であった。２日続けて同じようなメニュー

では滞在型の宿泊客に対応することができず、型ど

おりの会席料理では舌の肥えた個人客のニーズに応

えることはできなくなっている。このため、地元の

新鮮な食材を用いて（地産地消）、その土地でしか食

べられないメニューを日替わりで提供することが求

められている。さらに、滞在型の旅行客の場合には、

宿泊している旅館に囲い込まれて旅館内での夕食が

続くよりも、近くの別の旅館の食事や、外の料理屋

での食事を取りたいとのニーズも増えており、これ

に応えるためには、従来の１泊２食付き１人当たり

の料金設定を改めて、宿泊料金と食事料金を別建て

としたフレキシブルな料金設定（泊食分離）を行うこ

とが必要となる。この泊食分離を行うことの副次的

な効果として、従来、旅館経営において不明確であ

ることが多かった宿泊部門と飲料部門の経理が明確

になることによって、効率的なコスト管理を行うこ

とが可能となろう。

　また、旅館の再生に取り組むにあたっては、同じ

観光地にある旅館、観光施設、土産物販売店などの

２１２
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関係者が連携して魅力の向上に取り組むことにより、

観光地全体としての誘客に大きな効果を上げ得るこ

とに留意する必要がある。例えば、由布院や黒川温

泉、小野川温泉では、関係者が連携して街歩きや湯

巡りのできる観光地づくりに成功したことが評価さ

れているが、これにより、地域全体の観光客の入込

みが増加し、地域に立地する旅館の経営にも好影響

を与えている。

　さらには、観光立国の実現に向けた政府のビジッ

ト・ジャパン・キャンペーンなどの取り組みにより

今後さらに増加することが見込まれる外国人旅行者

を受け入れるための体制整備も、ホテル業・旅館業

に共通する重要な課題である。具体的には、韓国、

台湾、中国をはじめとするアジア諸国や欧米からの

旅行者に対応して、各国の言語による予約サイトの

整備やマーケティング活動を行うとともに、外国人

宿泊客を適切に接遇できるよう、従業員の研修・ス

キルアップを行うことや、宿泊施設内で各国言語に

よるＴＶ放送の視聴を可能にすること、各国の新聞

を備え置くことなども必要であろう。

　例えば、２００１年に山梨県富士河口湖に開業した富

ノ湖ホテルでは、客室すべてを洋室ツインタイプと

し、客室から富士山を眺めることができるようにし

たことに加え、多言語でのウエブサイト（日本語、

英語、韓国語、中国語）や館内案内板（日本語、英語、

中国語）を整備し、４か国の衛星放送（中国、台湾、

米国、香港）を視聴可能とする一方、朝食および夕

食をビュッフェ形式とし、アジアからの宿泊客のニ

ーズに合致する低廉な宿泊料金を設定したことによ

り、外国人の誘客に成功し、宿泊客の９割を外国人

が占めていることが注目に値する２１）。

　これらを踏まえつつ、宿泊業界が、めまぐるしく

変動する事業環境に的確に対応し、革新的な取り組

みによって、顧客に満足感と感動を与え、さらなる

飛躍を遂げるよう期待したい。

　５．おわりに

　本稿では、まず、観光産業全般について概観した

あと、観光産業における代表的な業種である旅行業

と宿泊業について分析を行った。

　右分析を通し、旅行業においては、旅行者の志向

が「体験志向」と「効率志向」に二極化するととも

に、宿泊業においては、ラグジュアリーホテルと宿

泊特化型ホテルの二大セグメントに市場が分化して

いること等を背景に、旅行業・宿泊業双方に共通す

る問題として旅行需要の多様化・高度化への対応が

喫緊の課題となっていることが明らかとなった。

　これを踏まえ、今後、さらに、旅行業については、

旅行者ニーズの二極化に的確に対応するための新た

な経営戦略についての実証的研究や、付加価値の高

い商品の企画・造成力を強化するための具体的方策

に関する研究などが求められる。また、宿泊業につ

いても、引き続き大きな債務を負っているホテル・

旅館の経営活性化方策についての研究や、外国人観

光客対応型・温泉地周遊型など先進的な観光地づく

りの事例分析を踏まえた宿泊事業戦略の研究等が行

われるよう望まれる。

　さらには、観光活動を支える交通産業はもとより、

外食産業やエンターテイメント産業等、旅行業や宿

泊業以外にも観光産業を構成し、我が国の観光に大

きな影響を与える諸業種が存在するところ、これら

についても、包括的かつ詳細なデータに基づいた分

析を行っていくことが不可欠であろう。
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